
 

 

平成３０年度基山町一般会計予算 
 

 

 平成３０年度基山町の一般会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ７，４６０，９７８千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

 （地方債） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債

の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第２表 地方債」による。 

 （一時借入金） 

第３条 法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、８００，０００千円と定める。 

 （歳出予算の流用） 

第４条 法第２２０条第２項ただし書の規定により、歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと

定める。 

(１) 各項に計上した給料、職員手当及び共済費（賃金に係る共済費を除く。）に係る予算額に過不足を生じた場合における

同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 

 

   平成３０年３月５日提出 

 

                    基山町長  松 田  一 也 
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     (  歳      入  ) (単位：千円)

款 項

 1 町税 2,310,512

 1 町民税 985,327

 2 固定資産税 1,152,695

 3 軽自動車税 45,224

 4 町たばこ税 126,738

 6 入湯税 528

 2 地方譲与税 52,911

 1 地方揮発油譲与税 11,814

 2 自動車重量譲与税 41,097

 3 利子割交付金 2,662

 1 利子割交付金 2,662

 4 配当割交付金 6,716

 1 配当割交付金 6,716

 5 株式等譲渡所得割交付金 6,732

 1 株式等譲渡所得割交付金 6,732

 6 地方消費税交付金 216,000

 1 地方消費税交付金 216,000

 7 自動車取得税交付金 9,960

 1 自動車取得税交付金 9,960

 8 地方特例交付金 7,402

 1 地方特例交付金 7,402

 9 地方交付税 761,315

 1 地方交付税 761,315

10 交通安全対策特別交付金 3,342

 1 交通安全対策特別交付金 3,342

11 分担金及び負担金 99,532

第  １  表  　歳  入  歳  出  予  算
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金 額



(単位：千円)

款 項

 2 負担金 99,532

12 使用料及び手数料 99,877

 1 使用料 53,137

 2 手数料 46,740

13 国庫支出金 943,906

 1 国庫負担金 455,446

 2 国庫補助金 484,148

 3 委託金 4,312

14 県支出金 439,613

 1 県負担金 250,406

 2 県補助金 148,187

 3 委託金 41,020

15 財産収入 3,199

 1 財産運用収入 3,191

 2 財産売払収入 8

16 寄附金 1,002,501

 1 寄附金 1,002,501

17 繰入金 914,710

 1 基金繰入金 914,710

○ 特別会計繰入金（廃項） -

18 繰越金 15,000

 1 繰越金 15,000

19 諸収入 220,054

 1 延滞金、加算金及び過料 1,675

 2 町預金利子 3

 3 貸付金元利収入 108,378
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金 額



(単位：千円)

款 項

 4 受託事業収入 30,535

 5 雑入 79,463

20 町債 345,034

 1 町債 345,034

7,460,978

金 額

歳 入 合 計
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     (  歳      出  ) (単位：千円)

款 項

 1 議会費 100,818

 1 議会費 100,818

 2 総務費 2,132,061

 1 総務管理費 1,951,828

 2 徴税費 107,780

 3 戸籍住民基本台帳費 57,560

 4 選挙費 13,068

 5 統計調査費 890

 6 監査委員費 935

 3 民生費 2,373,723

 1 社会福祉費 1,253,530

 2 児童福祉費 1,120,191

 3 災害救助費 2

 4 衛生費 638,160

 1 保健衛生費 178,620

 2 清掃費 457,917

 3 上水道費 1,623

 5 労働費 8,804

 1 労働諸費 8,804

 6 農林水産業費 121,875

 1 農業費 100,682

 2 林業費 21,193

 7 商工費 80,077

 1 商工費 80,077

 8 土木費 458,238

 1 土木管理費 22,251

金 額
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(単位：千円)

款 項

 2 道路橋梁費 195,321

 3 都市計画費 64,951

 4 下水道費 145,017

 5 住宅費 30,698

 9 消防費 260,726

 1 消防費 260,726

10 教育費 629,507

 1 教育総務費 74,032

 2 小学校費 90,918

 3 中学校費 50,225

 4 社会教育費 209,809

 5 保健体育費 179,219

 6 幼稚園費 25,304

11 災害復旧費 2,111

 1 農林水産施設災害復旧費 1,056

 2 公共土木施設災害復旧費 1,055

12 公債費 556,580

 1 公債費 556,580

13 諸支出金 80,565

 1 土地開発基金費 80,565

○ 諸費（廃項） -

14 予備費 17,733

 1 予備費 17,733

7,460,978

金 額

歳 出 合 計
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第　　２　　表 地　　　方　　　債

（単位 ： 千円）

起 債 の 目 的 限度額 起債の方法 利　　　率 償　還　の　方　法

公園整備事業 15,400 証書貸付

道路整備事業 24,600 同上

公営住宅建設事業 5,500 同上

防災基盤整備事業 2,500 同上

2,700 同上緊急防災・減災事業 同上 同上
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同上 同上

５％以内
（ただし、利率見直し方式で借り入れる政
府資金及び地方公共団体金融機構資金
について、利率の見直しを行った後にお
いては、当該見直し後の利率）

政府資金については、その融資条件により、銀行その
他の場合にはその債権者と協定するものによる。ただ
し、町財政の都合により据置期間及び償還期限を短
縮し、又は繰上償還若しくは低利債に借換えすること
ができる。

同上 同上

同上 同上



起 債 の 目 的 限度額 起債の方法 利　　　率 償　還　の　方　法

臨時財政対策債 267,434 証書貸付

地域鉄道対策事業 1,200 同上

25,700 同上

５％以内
（ただし、利率見直し方式で借り入れる政
府資金及び地方公共団体金融機構資金
について、利率の見直しを行った後にお
いては、当該見直し後の利率）

政府資金については、その融資条件により、銀行その
他の場合にはその債権者と協定するものによる。ただ
し、町財政の都合により据置期間及び償還期限を短
縮し、又は繰上償還若しくは低利債に借換えすること
ができる。

地方創生基盤整備事業
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同上 同上

同上 同上


